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最近の道内景気は、一段と厳しさを増している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、雇用・所得環境の悪化や消費者マインドの冷え込みから弱まっている。設備投

資は、大手製造業の能力増強投資は抑制傾向にあるが、非製造業を中心に堅調に推移してい

る。住宅投資は、需要の弱さから減少傾向にある。

生産活動は需要の減少から低下している。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなど

厳しい状況となっている。企業倒産は、件数は減少したが、大型倒産の発生から負債総額は

増加した。

%

百貨店� スーパー� コンビニエンスストア�

09/11211109876543208/1
-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家� 貸家� 給与� 前年同月比（右目盛）�分譲�

09/1

千戸� ％�

0

1

2

3

4

5

6

-80

-40

0

40

80

120

160

1211109876543208/1

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

①個人消費～厳しい状況

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．１％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲５．５％）は、衣料品や身

の回り品などが低調で、１９ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲４．９％）は、飲食

料品は堅調だったが衣料品などが減少し、１９

ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋７．１％）

は、９ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～需要の弱さから低調

１月の新設住宅着工戸数は、８２２戸（前年

比▲６０．９％）と、４ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲２８．０％）、

貸家（同▲６３．８％）、分譲（同▲７８．１％）全

てが前年を下回った。

平成２０年４月～平成２１年１月の着工戸数累

計では、３２，７６２戸（前年同期比▲１２．５％）と

なり、前年を大きく下回っている。持ち家

（同▲４．８％）、貸家（同▲１１．６％）、分譲（同

▲３０．７％）全てが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は大幅に低下

１月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、非鉄金属工業などが上昇したものの、鉄

鋼業や電気機械工業などが低下した。

前月比では▲２．６％、前年比では▲２０．５％

となり、ともに６ヶ月連続で低下した。

④公共投資～低調に推移

１月の公共工事請負金額は、１９２億円（前

年比＋２７．８％）と４ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋５３．７％）、道

（同＋５．７％）、市町村（同＋３３．１％）いずれ

も増加した。

平成２０年４月～平成２１年１月までの累計で

は請負金額７，３６９億円（前年同期比▲５．５％）

と減少基調が続いている。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３９倍となり、前月比では０．０２ポイントの

低下、前年比では０．１２ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲１５．４％と１１ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売・小

売業（前年比▲２１．５％）、サービス業（同▲

１８．９％）、製造業（同▲２８．０％）など主要産

業すべてが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～８ヶ月連続で前年を下回る

１月の来道客数は、８０３千人（前年比

▲４．３％）と８ヶ月連続で前年を下回った。

平成２０年４月～平成２１年１月の累計来道客

数は、国内観光需要の落込みもあり、１０，５２７

千人（前年同期比▲３．５％）と前年を下回っ

ている。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

１月の道内貿易額は、輸出が前年比２４．５％

減の２０６億円、輸入が同３９．６％減の７８４億円と

なった。

輸出は、一般機械や自動車の部分品などの

減少から３ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、原油・粗油などが大きく減少し、

３ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数は９ヶ月ぶりに減少

２月の企業倒産は、件数は５０件（前年比

▲７．４％）と９ヶ月ぶりに前年を下回った

が、負債総額は大型倒産の発生もあり２０１億

円（同＋１２８．４％）と前年を大幅に上回った。

業種別では、公共工事削減や住宅需要が落

ち込んでいる建設業が１６件と最も多く、続い

て卸売業（１１件）、製造業（８件）となった。

平成２０年４月～平成２１年２月までの累計で

は、件数は６７６件（前年同期比＋２３．８％）、負

債総額は２，５８５億円（同＋３７．５％）とともに

前年を大幅に上回っている。

道内経済の動き

― ３ ―
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法務省はこの１０年来、積極的に民事法制の改編に取り組んで来ており、たとえば倒産法関係で

は、民事再生法の制定と和議法の廃止、会社更生法の一部改正、破産法の全面改正、会社法制定

の一部としての特別清算手続の改正と会社整理手続の廃止が行われ、現在では一連の作業が完了

しています。

また、商法の全面的見直しとそれに伴う会社法の制定、民事執行法や民事保全法の一部改正、

不動産登記法の全面改正なども実施され、法の施行以来長期間が経過したため時流に合わなくな

った内容の見直しと、現在の実社会の仕組みに適合した法体系としての再構築が図られています。

これら民事法改定の流れの中で取り残された感があるのが、民事法の基本法である民法の改正

です。言うまでもなく民法は、対等かつ平等な私人の間に展開される法律関係全般を規律する法

律ですが、明治２９年の施行以来長期間が経過し、現憲法下の親族法や相続法にかかる大きな改正

やその他の小規模な部分的改正、さらに平成１７年には表記の平仮名化、口語体化が行われている

ものの、それ以外の抜本的見直しは見送られてきました。

そのような状況の下、平成１８年１０月、「民法（債権法）改正検討委員会」が設立され、民法

「第３編債権」と「第１編総則」の債権にかかる箇所を全面的に見直し、平成２３年の通常国会に

向けて改正法案の提出を図るべく、同委員会を中心に精力的に検討が行われています。そこで今

回は、このほど公表された同委員会の中間報告の内容から、興味ある検討内容のいくつかを紹介

してみたいと思います。

◆検討委員会の検討項目概要

説明の前に、民法の全体構成を簡単に眺めてみましょう。

現在の民法典は第１編から第５編まで５部構成となっており、第１編の「総則」は主に第２編

および第３編にかかる通則を規定しています。第２編「物権」では人の物に対する財産的支配権

が規定され、第３編「債権」では人と人の財産的関係についての規定が設けられています。以上

の第１編から第３編までが財産法と称される部分です。これに対して、第４編「親族」及び第５

編「相続」の諸規定は、合わせて家族法と称されています。

前記検討委員会は５つの準備会で構成されており、各準備会に「債権法」に関する下記のよう

な担当テーマが割り当てられ、準備会単位で各テーマの検討が行われています。

－第１準備会：債権の目的、債務不履行、契約の効力、契約の解除等

－第２準備会：「条件及び期限」以外の法律行為、契約の成立、贈与、売買、交換等

－第３準備会：債権譲渡、債権者代位権・詐害行為取消権、多数当事者の債権債務関係等

経営のアドバイス

民法（債権法）改正の動き
―債権の時効、債権譲渡等はどう変わるか―

金融財政事情研究会研修センター主任講師
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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－第４準備会：消費貸借、使用貸借、賃貸借、雇用、請負、委任、寄託、組合、終身定期金、和

解等

－第５準備会：条件及び期限、期間の計算、時効（消滅時効）、債権の消滅等

これらのテーマは当然、現行の第３編「債権」に規定される項目が中心となっていますが、第

５準備会のテーマおよび第２準備会の一部テーマは、第１編の債権関連部分にかかる項目が対象

となっています。

◆債権の消滅時効（債権時効）

①時効制度とは…

今般の検討内容で注目される項目の一つは、債権の消滅時効です。

申すまでもなく「時効」とは、ある事実状態が一定期間継続すると、これを前提として多くの

生活上の関係がその上に積み上げられ、その事実を突然覆すと社会の法的安定を損なうおそれが

あることから、一定の要件を具備した事実状態であればそれを真実の法律関係とみなそうという

制度です。

民法や商法等には民事上の時効の規定があり、それは取得時効と消滅時効の２つに大別されま

す。取得時効とは、事実上の権利者であるような状態を相当期間継続する者にその権利を取得さ

せる制度で、たとえば他人所有の土地を２０年間占有し続けている者は当該土地の所有権を主張で

きるというものです。（民法１６２条参照）

これに対して、権利不行使の状態を一定期間継続している者の権利を消滅させる制度が消滅時

効です。たとえば、金銭を他人に貸した者が１０年間なんら弁済の請求をしない場合には、金銭を

借り受けた者は金銭債務の消滅を主張できるようになります（民法１６７条参照）。商売においてし

ばしばトラブルとなるのは、この消滅時効のケースです。

今般の法改正の検討では、債権にかかる消滅時効について検討が加えられており、以下のよう

に、かなり大きな改正が予定されています。

ついでながら、昨今問題にされている殺人等の重大な刑事事件にかかる公訴時効の適否は刑法

上の時効の問題であり、ここでの検討対象ではありません。

②債権時効と時効期間

今般の検討過程では、債権の消滅時効を指して「債権時効」なる新語を用いています。これが

そのまま新法に採り入れられるか即断はできませんが、注目されるところです。

債権の消滅時効とは、債権の請求権行使をできる者が原則として１０年間その権利を行使しない

場合に、行使する権利を消滅させる制度です。権利の上に眠る者を法は保護しないというわけで

す。消滅時効の時効期間は、その権利を行使できる時点から進行します。

今般の改正検討では、債権時効の期間については、民法や他の法律に別途の定めがある場合を

除き、その権利を行使できるときから、債権の種別を問わずに一律の期間に統一する案が有力で
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あり、この一律の期間については現行の１０年とすることをベースに、さらに検討が加えられてい

ます。また、この一律の時効期間に例外を認めることは十分慎重であるべきこととされ、商法上

の債権の時効（商事債権の５年の時効）や現行法１６９条から１７４条の短期時効は削除されることが

望ましいとする意見が有力です。したがって、労働基準法の適用を受けない使用人の給料債権や

技芸等の報酬債権、運送代金にかかる債権、旅館・飲食店・料理店等の債権等に対する１年の短

期時効や、弁護士等の職務に関する債権、生産者や卸売・小売商人の商品等の代価債権等に対す

る２年の短期時効、医師・助産師・薬剤師の診察・助産・調剤に関する債権、工事設計代金債権

等に対する３年の短期時効などは、見直される可能性があります。

ただし、前記の一律の時効期間を経過する前に債権者による債権行使が可能であることが明ら

かである時は、その明らかになった時点より３年から５年程度の短期間で時効期間が満了すると

の規定が盛り込まれるようで、この点に現行の商事債権等の短期時効の趣旨が生かされることに

なります。

また、確定判決等によって確定した債権については長期の時効期間を認めるという現行１７４条

の２の規定の趣旨は維持される方針ですが、その時効期間を現行の１０年とするかどうかは検討課

題となっています。

生命、身体、名誉その他の人格的利益に対する侵害にかかる損害賠償請求債権については、時

効の起算点と期間についての例外を設けることが検討されています。さらに、不動産賃借権を除

く賃借権や使用貸借等の対象物の占有・利用を内容とする債権については、時効期間の起算点を

当該債権行使の妨害発生時とするような例外規定を置くことが予定されています。

このほか、不法行為による損害賠償請求権の期間の制限（３年間の請求権不行使により消滅時

効が成立：現行法７２４条）は基本的に削除される方針が示され、売主の担保責任にかかる買主か

らの解除・損害賠償請求の期間の制限（買主が事実を知った時から１年で時効成立：現行法５６６

条）や使用貸借契約の貸主の損害賠償・費用償還にかかる請求期間を１年以内とする制限（現行

法６００条）等の短期時効規定も、基本的に削除することが望ましいとされています。

注目すべき点としては、時効期間とその起算時点を債権者と債務者の合意によって設定できる

よう検討が進められていることです。合意による設定の要件として、起算時点は債権を行使出来

る時以降とすること、時効期間を法定の最短期間（たとえば最短１年）と最長期間（たとえば１０

年）の間に限り、かつその起算時点は法定の起算時点とすることが挙げられています。この時効

期間の合意による設定を、たとえば事業者間取引にかかる債権に限る、あるいは消費者契約にか

かる債権を対象から除外するなど、その許容する場合を限定する案や、合意できる時期の限定案

（たとえば、債権発生の時までに限ること）なども検討されています。なお、債務者に不利とな

るような時効期間の合意が可能かどうかについては、時効制度の趣旨への適否に照らして判断さ

れるでしょう。

③時効障害

進行中の時効期間を中断し、あるいは進行を停止させる機能についても、現行法の規定を整理
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し明確化するような改正が検討されています。

進行中の時効をいったんストップさせる事由を、改正案では「時効障害」と定義し、そこに

「時効期間の更新」「時効期間の進行の停止」「時効期間満了の延期」の３つの態様を規定していま

す。

まず「時効期間の更新」ですが、これは現在の「時効の中断」の機能を受け継ぐもので、それ

まで進行してきた時効期間を無しにして、新たな時効期間の進行が開始することをいいます。「中

断」の語句が、時効期間の進行を一時的に停止させる「時効の停止」と紛らわしいための言い換

えと判断されます。そして「更新」の事由としては、民事執行（差押え）と債務者の承認の２つ

が掲げられています。民事執行の申立ては原則として時効期間の進行の停止事由として扱われま

すが、差押えが時効の利益を受ける者（債務者）以外に対してなされる場合の時効期間更新の効

力は、その債務者に対する当該差押えの事実の通知後に生じるというように、現行１５５条の趣旨

は受け継がれる予定です。新たな時効期間の起算時点は、民事執行手続の終了時点または債務承

認の時となり、更新後の時効期間は更新前の期間と同一となります。また、債権者と債務者間の

協議で債権の存在につき合意が成立したときは、その合意時点で債務者の承認があったものとみ

なされます。

次に「時効期間の進行の停止」とは、一定の事由の発生により時効期間の進行が一時的に停止

され、当該事由の終了後に時効期間の進行が再開して、残存期間の経過により時効期間が満了す

る場合をいいます。この「停止」事由は、現行の時効停止事由に比べて範囲が拡大されており、

現行では「訴えの提起（請求）」が時効中断事由とされているのに対し、改正案では、訴えの提

起、裁判上の和解申立て、民事執行手続の申立て、民事保全手続の申立て等、現行法における

「請求」に該当する場合及びこれに準ずるとされる場合には、時効期間の進行が停止する取扱い

とされています。ただし現行法における「催告」は、「時効期間満了の延期」事由に移される予

定です。訴えの結果、債権の存在を認める判決が確定したときは、確定判決を得た債権としての

時効期間が新たに開始されます。また、債権の存在が確定されないまま手続が終了したときは、

その時点から停止の効力が解除されてそれまでの時効期間の進行が再開されますが、この場合、

手続終了時から一定期間が経過するまでは時効期間は満了しないものとされる予定です。民事執

行等の手続が進行して差押えに至った場合は、前記のとおり時効期間が更新されます。

さらに債権者と債務者間に債権に関する協議をする旨の合意が成立した場合も、時効期間進行

の停止事由とすることが検討されています。この結果、債権の存在につき合意ができれば債務者

による承認として時効期間が更新され、協議がまとまらず協議の続行を拒絶する旨の通知が当事

者に通知された場合は、最後の協議から一定期間が経過した時点で時効の進行が再開されます。

この場合は最終協議の日付が重要になります。これにはたとえば、私的整理手続が開始されたこ

とを以って時効期間の進行を停止させる効果が期待されます。

債権に関するADR開始の申立ても時効期間進行の停止事由となることが予定されています。

ADRとは裁判外の紛争解決手続（alternative dispute resolution）のことで、債権の種別に従い所轄

の行政当局から認証を受けた紛争解決機関（認証ADR）が、裁判所に代って当事者間の協議を
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仲介・斡旋するものですが、ADRにより合意が成立しその合意に確定判決と同一の効力が認め

られる場合は新たに確定判決による時効期間が開始され、確定判決と同一の効力が認められない

場合でも当該ADR手続終了時に債務者の承認があったものとみなされます。また、ADRによる

合意が不成立の場合には、手続終了時点から時効期間の進行が再開されることとされています。

最後に「時効期間満了の延期」ですが、これは時効期間の満了間際に一定の事由が生じた場

合、時効期間の満了がその事由の終了後一定期間が経過するまで延期されることをいいます。現

行法の１５８条から１６１条に定める事由を受け継ぐものですが、現行の時効中断事由とされている

「催告」が、ここに移されている点が注目されます。現行でも「催告」はファイナルな中断事由

ではなく、催告時から６カ月以内に別途の手続をしなければ最終的な時効中断効は得られないの

で、改正案では「期間満了の延期」事由として扱われることになったものと考えられます。

◆保証制度の見直し

現行法における保証の規定は、第３編第１章第３節「多数当事者の債権及び債務」の中に置か

れていますが、第２章第２節以下の典型契約の一つとして位置付けようとする見解も示されてい

ます。しかし「保証」の定義としては、保証人が債権者に対して、債務者の負う債務につき、そ

の履行（損害の賠償を含む）をする義務を負うことをいうとされ、現行法の規定（４４６条）をほ

ぼ踏襲したものとなっています。

保証契約については現行法では明文の規定がありませんが、改正検討案では債権者と保証人と

の間で締結される契約と定義され、この他に債務者と保証人との間で債権者を受益者とする契約

（これを「保証引受契約」と称しています）の規定が設けられており、このいずれかの契約を書

面で締結すれば、保証は成立するとされています。ただし保証引受契約においては、債権者の権

利は、保証人に対して当該契約の利益を享受する旨の意思を表示したときに発生します。

保証人の抗弁権については、検索の抗弁権は引き続き認められていますが、催告の抗弁権は廃

止する方向で検討が進められています。

また適時執行義務の規定が設けられ、債権者が主たる債務者の財産につき適時に執行すること

を怠ったために主たる債務者から全部の弁済を得られなかったときには、保証人は、債権者が適

時に執行をすれば弁済を受けることができた限度において、保証履行義務を免れるものとされて

います。

保証人の求償権の規定の仕方については今後も検討を要するものとされていますが、保証人の

事前求償権については原則として廃止する方向付けがなされています。ただし、主たる債務者が

破産手続の開始決定を受け、かつ債権者がその破産財団の配当に加入しないときは、連帯保証人

は主たる債務者に対して、あらかじめ求償権の行使をすることができる旨の規定（現行４６０条１

号）は維持される予定です。

このほか現行の貸金等根保証契約にかかる規定（４６５条の２から４６５条の５）は、その趣旨が継

承される見込みです。
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◆債権譲渡

債権譲渡については、近時その利用が頻繁となり、かつ対象となる債権の範囲も拡大されてい

る状況を踏まえて、対抗要件を中心とした改正が検討されています。

債権の譲渡性については、その性質がこれを許さない場合および法律が禁じている場合を除い

て、これを譲り渡すことができるとして、現行４６６条１項の譲渡可能の原則が維持されていま

す。しかし、当事者が譲渡禁止の特約を設けた場合の債権譲渡の第三者対抗については、現行

４６６条２項が単に善意の第三者への対抗ができないとしていることに対して、検討案では対抗で

きる場合が下記のように具体化されており、それ以外の場合には対抗できないとしています。

すなわち、債権の譲受人がその譲受につき別途定める債権譲渡の対抗要件（後記）を具備して

おり、かつ、①債務者が譲渡人または譲受人に対して当該譲渡を承認したとき、②当該譲受人が

特約に関して善意かつ重大な過失がないとき、③譲渡人につき倒産手続が開始されたとき、のい

ずれかに該当する場合に限り対抗が可能となります。

債権譲渡の対抗要件は、現行４６７条による譲渡人から第三債務者への通知または第三債務者の

承諾による方法に代えて、動産・債権譲渡の対抗要件に関する特例法（平成１０年法律１０４号）の

定めに従った登記並びに登記事項証明書の交付によることが原則的方法となり、現行の方法は簡

易な対抗要件具備方法として併置する取扱いが検討されています。最近の集合的な債権譲渡の増

加に照らせば、前記特例法による債権譲渡登記ファイルへの登記（第三債務者以外の第三者への

対抗要件）と当該登記内容の登記事項証明書の交付（第三債務者すなわち譲渡対象債権の債務者

への対抗要件）の２本立てによる方が実利的ということでしょうか。最終的にどのような結論に

なるのか、検討動向が注視されるところです。

以上のほか今般の改正では、債権者代位権制度の廃止または保存行為に限定した存続、詐害行

為取消権の専ら責任財産を保全するための制度への改正なども検討されています。もとより以上

の改正検討案は改正原案ではなく、今後もパブリック・コメントの収集や各界の意見等を踏まえ

て修正されるでしょうが、債権法の改正は経済活動に大きな影響を与える分野ですので、その動

向を注視する必要があります。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３
２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１

４～６月 １０５．２ １．２ １０７．５ １．０ １０７．５ ３．９ １０８．４ １．２ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７～９月 １０３．８ １．０ １０６．１ △１．４ １０３．３ １．４ １０６．４ △１．４ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０～１２月 r ９３．９ △９．１ r ９３．４ △１４．８ r ９６．４ △６．９ r ９３．８ △１５．０ r１０４．６ １．５ r１１０．５ ４．７

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 １０５．２ ０．６ １０９．３ １．１ １０６．３ ２．８ １１０．２ １．７ ９９．２ △０．６ １０４．７ １．５
６月 １０５．６ ２．２ １０６．９ ０．０ １０９．１ ７．４ １０６．９ △０．６ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７月 １０７．４ ４．８ １０８．３ ２．４ １０８．７ ８．８ １０８．９ ３．１ １０２．０ ４．０ １０５．８ ２．２
８月 １０３．８ △１．１ １０４．５ △６．９ １０１．１ △２．９ １０４．９ △６．８ １０３．２ ４．３ １０５．５ １．７
９月 １００．２ △０．８ １０５．６ ０．２ １００．０ △１．４ １０５．３ △０．６ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０月 ９７．４ △５．２ １０２．３ △７．１ １００．３ △２．５ １０２．１ △７．３ １０１．８ ０．０ １０９．５ ４．４
１１月 ９４．５ △１１．１ ９３．６ △１６．６ ９７．２ △８．１ ９３．５ △１７．０ １０１．８ △１．６ １１０．４ ４．３
１２月 r ８９．８ △１１．５ r ８４．４ △２０．８ r ９１．７ △１０．１ r ８５．９ △２０．６ r１０４．６ １．５ r１１０．５ ４．７

２１年 １月 p８７．５ △２０．５ p７６．０ △３０．８ p９１．７ △１６．４ p７６．１ △３１．６ p１０１．９ △３．３ p１０８．３ ２．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９
２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１

４～６月 ２２３，６３４ △５．５ ５０，６７１ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２８ △４．４ １５６，０８１ △４．８ ３１，４４４ △１．６
７～９月 ２２３，５９７ △４．４ ５０，７８３ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，６５２ △５．１ ３１，７６９ △１．３
１０～１２月 r ２５６，３３６ △５．９ r ５６，０５０ △４．７ r ７９，０７８ △７．４ r ２２，０８４ △７．８ r １７７，２５７ △５．１ r ３３，９６５ △２．４

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 ７４，８５６ △５．３ １６，８１２ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３８１ △３．４ ５２，１２１ △５．０ １０，４３１ △１．５
５月 ７４，７９７ △４．７ １６，９５１ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０５ △２．５ ５２，３０５ △４．５ １０，５４６ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０８ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６６ △１．７
７月 ７８，５７５ △３．０ １８，６６１ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，６３５ △３．４ １０，９４５ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ １６，５３１ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ １０，９６４ △１．８
９月 ７０，１２６ △６．８ １５，５９１ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４７，９０９ △７．５ ９，８５９ △２．５
１０月 ７４，９６５ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５１，８７４ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，２３２ △３．８ １７，８０５ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０５８ △６．４ ５４，９９７ △２．７ １０，７４７ △０．７
１２月 r １０２，１３９ △７．２ r ２１，５７７ △６．２ r ３１，７５２ △８．６ r ８，６５８ △９．６ r ７０，３８６ △６．６ r １２，９１９ △３．６

２１年 １月 p ８０，８７０ △５．１ p １８，０６７ △５．６ p ２４，６１０ △５．５ p ６，７０５ △９．２ p ５６，２６１ △４．９ p １１，３６２ △３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５３／本文／０１０～０１３　主要経済指標  2009.03.18 16.24.39  Page 10



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８
２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６

４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス・ストア販売額の前年同月比は既存店ベ
ースによる。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９
２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７

４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．４ １８，２８４ △４．４ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ △０．０ ６，３５１ △１２．８ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △６．０ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５３／本文／０１０～０１３　主要経済指標  2009.03.18 16.24.39  Page 11



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０
２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８

４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１０～１２月 ３，０４５ △２．０ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１
２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０

４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ － ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５３／本文／０１０～０１３　主要経済指標  2009.03.18 16.24.39  Page 12



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４７３ １７．５ ８５１，１６０ ９．９ １，３８６，３４２ ９．７ ７４９，０３８ ９．４

１９年１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４
２０年１～３月 ９９，３６６ ２２．１ ２１０，６６２ ６．０ ３９５，３９３ ３３．０ １９０，８３７ １０．２

４～６月 １０６，８８８ １４．３ ２０８，５４２ １．８ ４７０，７９９ ６６．０ １９９，０２０ １０．９
７～９月 １２１，３７８ ３６．４ ２２０，４６３ ３．２ ５０２，８４７ ５７．０ ２２２，１０６ ２１．２
１０～１２月 r ８５，５０３ △１４．１ r １７０，８１１ △２３．１ r ３５５，６５８ △８．１ p１７６，９５５ △９．５

２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２
２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８２５ ２．３ １３４，４３６ ２５．６ ６５，７３６ １１．２
４月 ３５，４０１ ８．４ ６８，９１４ ３．９ １３３，０９９ ３０．７ ６４，１６２ １２．０
５月 ３４，７２９ １７．３ ６８，０９０ ３．７ １７９，３２１ ５６．３ ６４，５１２ ４．５
６月 ３６，７５８ １７．５ ７１，５３７ △１．８ １５８，３７９ １３６．０ ７０，３４６ １６．５
７月 ４４，０５８ ４４．９ ７６，２８７ ８．０ １５１，８６１ ５６．５ ７５，４６５ １８．３
８月 ４２，９９３ ４２．７ ７０，５３６ ０．３ １７９，８９８ ６６．２ ７３，８５７ １７．４
９月 ３４，３２７ ２０．５ ７３，６４０ １．５ １７１，０８８ ４８．６ ７２，７８４ ２８．９
１０月 ４１，３７８ １８．１ ６９，２３８ △７．８ １５７，６７８ ３６．２ ６９，９０９ ７．４
１１月 ２３，１８８ △２９．４ ５３，２５４ △２６．７ １０１，６００ △２７．２ ５５，５０３ △１４．４
１２月 r ２０，９３７ △３３．９ r ４８，３１９ △３５．０ r ９６，３８０ △２６．８ p ５１，５４２ △２１．５

２１年 １月 p ２０，５５０ △２４．５ p ３４，８２６ △４５．７ p ７８，３５５ △３９．６ p ４４，３５２ △３１．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０
２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０
２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― １３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５３／本文／０１０～０１３　主要経済指標  2009.03.18 16.24.39  Page 13
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●道内経済の動き�

●民法（債権法）改正の動き�

　　　ー債権の時効、債権譲渡等はどう変わるかー�

調査レポート 2009.4月号（No.153）�
平成21年 （2009年） 3月発行�
北洋銀行調査部�
札幌市中央区大通西4丁目1番地�
郵便番号　060-0042�
電話 （011）261-1311�
http://www.hokuyobank.co.jp

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」�
古紙配合率100％紙（表紙）古紙配合率70％紙（中面）を�
使用しています。�

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５３／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2009.03.23 09.15.39  Page 1 




